
公 益 通 報 者 保 護 法 第 十 一 条 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 事 業 者 が と る べ き 措 置 に 関 し て 、 そ の 適 切 か つ 有 効 な 実 施 を 図 る た め に 必 要 な 指 針 の 一 部 を 改 正 す る 告 示

公 益 通 報 者 保 護 法 第 十 一 条 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 事 業 者 が と る べ き 措 置 に 関 し て 、 そ の 適 切 か つ 有 効 な 実 施 を 図 る た め に 必 要 な 指 針 （ 令 和 三 年 内 閣 府 告 示 第 百 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改

正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 傍

線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 そ の 標 記 部 分 が 異 な る も の は 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に 対 応 す

る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。

改 正 後 改 正 前

第１ はじめに 第１ はじめに
この指針は、公益通報者保護法（平成16年法律第122号。以下「法」という。）第11条第４項

の規定に基づき、同条第１項に規定する公益通報対応業務従事者の定め及び同条第２項に規定
する事業者内部における公益通報に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、労働者等


に対するその周知


その他の必要な措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な
事項を定めたものである。

この指針は、公益通報者保護法（平成16年法律第122号。以下「法」という。）第11条第４項
の規定に基づき、同条第１項に規定する公益通報対応業務従事者の定め及び同条第２項に規定
する事業者内部における公益通報に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備


その他の必

要な措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な事項を定めたものである。

第２ 用語の説明 第２ 用語の説明
「公益通報」とは、法第２条第１項に定める「公益通報」をいい、処分等の権限を有する行
政機関やその他外部への通報が公益通報となる場合も含む。

「公益通報」とは、法第２条第１項に定める「公益通報」をいい、処分等の権限を有する行
政機関やその他外部への通報が公益通報となる場合も含む。

「公益通報者」とは、法第２条第２項に定める「公益通報者」をいい、公益通報をした者を
いう。

「公益通報者」とは、法第２条第２項に定める「公益通報者」をいい、公益通報をした者を
いう。

「内部公益通報」とは、法第３条第１項第１号及び第６条第１項第１号


に定める公益通報を
いい、通報窓口への通報が公益通報となる場合だけではなく、上司等への報告が公益通報とな
る場合も含む。

「内部公益通報」とは、法第３条第１号及び第６条第１号


に定める公益通報をいい、通報窓
口への通報が公益通報となる場合だけではなく、上司等への報告が公益通報となる場合も含む。

「事業者」とは、法第２条第１項に定める「事業者」をいい、営利の有無を問わず、一定の
目的をもってなされる同種の行為の反復継続的遂行を行う法人その他の団体及び事業を行う個
人であり、法人格を有しない団体、国・地方公共団体などの公法人も含まれる。

「事業者」とは、法第２条第１項に定める「事業者」をいい、営利の有無を問わず、一定の
目的をもってなされる同種の行為の反復継続的遂行を行う法人その他の団体及び事業を行う個
人であり、法人格を有しない団体、国・地方公共団体などの公法人も含まれる。

「労働者等」とは、法第２条第１項に定める「労働者等」


をいい、その者の同項に定める「役
務提供先等」への通報が内部公益通報となり得る者をいう。

「労働者等」とは、法第２条第１項に定める「労働者」及び「派遣労働者」


をいい、その者
の同項に定める「役務提供先等」への通報が内部公益通報となり得る者をいう。

「役員」とは、法第２条第１項に定める「役員」をいい、その者の同項に定める「役務提供
先等」への通報が内部公益通報となり得る者をいう。

「役員」とは、法第２条第１項に定める「役員」をいい、その者の同項に定める「役務提供
先等」への通報が内部公益通報となり得る者をいう。

「退職者」とは、労働者等であった者をいい、その者の法第２条第１項に定める「役務提供
先等」への通報が内部公益通報となり得る者をいう。



「退職者」とは、労働者等であった者をいい、その者の法第２条第１項に定める「役務提供
先等」への通報が内部公益通報となり得る者をいう。


「特定受託業務従事者」とは、法第２条第１項に定める「特定受託業務従事者」をいい、そ

の者の同項に定める「役務提供先等」への通報が内部公益通報となり得る者をいう。

「特定受託業務従事者であった者」とは、「特定受託業務従事者」であった者をいい、その者

の法第２条第１項に定める「役務提供先等」への通報が内部公益通報となり得る者（その者の

同項に定める「役務提供先」が同項第３号又は第４号に定める事業者である者（労働者等、退

職者又は特定受託業務従事者を除く。））をいう。

「労働者及び役員等」とは、労働者等及び役員のほか、法第２条第１項に定める「代理人そ
の他の者」をいう。

「労働者及び役員等」とは、労働者等及び役員のほか、法第２条第１項に定める「代理人そ
の他の者」をいう。

「通報対象事実」とは、法第２条第３項に定める「通報対象事実」をいう。 「通報対象事実」とは、法第２条第３項に定める「通報対象事実」をいう。
「公益通報対応業務」とは、法第11条第１項に定める「公益通報対応業務」をいい、内部公
益通報を受け、並びに当該内部公益通報に係る通報対象事実の調査をし、及びその是正に必要
な措置をとる業務をいう。

「公益通報対応業務」とは、法第11条第１項に定める「公益通報対応業務」をいい、内部公
益通報を受け、並びに当該内部公益通報に係る通報対象事実の調査をし、及びその是正に必要
な措置をとる業務をいう。
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